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金融・財政のより調和の取れた
政策運営を
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資産（ストック）価格暴落と生産（フロー）
市場への波及
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日本の景気政策はいわば片翼飛行

金融政策活用の必要性
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長期国債オペの虚像

（注1）

政府の日銀に対する寛容さ

（注2）
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浜田宏一（はまだ・こういち）
東京大学法学部、同経済学部卒。イェール大学Ph. D.（経済学）。
専門は国際金融論。東京大学経済学部助教授、同教授を経て、1986
年より現職。内閣府経済社会総合研究所長（2001～03年）、法と経済
学会初代会長など歴任。著書に『エール大学の書斎から』（1993年）、
NTT出版、『国際金融の政治経済学』（1982年）、創文社、ほか。

（注3）

●注
注1　http://d.hatena.ne.jp/Yasuyuki-Iida/20090531#p1
注2　2009年5月24日フジテレビ「新報道2001」放映。
注3　拙稿参照「不安を克服すれば日本経済の日の出も遠くない」、『週刊エコノ
ミスト』2009年5月5・12日合併号。
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（注1）

（注2）

内国債と後世代の「資産総量」
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国債と後世代の「生涯純負担」

国債が将来世代に残す負担
八田達夫

政策研究大学院大学学長
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有用な公共投資と、不用な公共投資

（注3）
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八田達夫（はった・たつお）
1943年生れ。国際基督教大学教養学部卒、Ph. D. in Economics（米
ジョンズホプキンス大学）。米ブルッキングス研究所経済研究員、米
オハイオ州立大学経済学部助教授、米ジョンズ・ホプキンス大学経
済学部教授、大阪大学社会経済研究所教授、所長、東京大学空間情
報科学研究センター教授、国際基督教大学教養学部教授を経て2007
年４月より現職。規制改革会議委員（議長代理）など歴任。専門分野
は公共経済学。著書に『年金改革論』（1999年）、（共著）、日本経済新
聞出版社、編著書に『都心回帰の経済学』（2006年）、日本経済新聞出
版社、『ミクロ経済学Ⅰ』（2008年）、東洋経済新報社、などがある。

将来の資産を増加させる国債発行

●注
注1　「日本では財政政策は有効ではなくなった」という説に対する反論は、八田
（2002b，2003）参照。
注2　国債の負担に関しては、2000年代の初頭に「小野＝岩本論争」が行われた。
この論争に関しては、岩本（2002）の文献目録を参照のこと。この問題に関する
私の見解は、八田（2002a）2に述べている。
注3　ただしここで投資時点が異なることによる利払いの違いは無視している。

●参考文献
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経済状況診断のポイント

図表１
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［図表1］鉱工業生産指数に見る３つの波と３つの時期

出所：経済産業省、内閣府

トレンドとサイクルからみた
マクロ経済「診断」と「治療」

脇田 成
首都大学東京教授

バブル期の屈折と「失われた10年」
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サイクルを重視しすぎる経済判断

図表２

景気変動の２段階

図表３

政策対応の短期と長期：ケインズ政策の役割
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［図表2］トレンドを反映した地価とサイクルも反映する株価

出所：日本不動産研究所、東京証券取引所
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［図表3］輸出と急減した内需の寄与度 

出所：内閣府
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今時の金融危機とマクロ経済政策

脇田 成（わきた・しげる）
1961年生まれ。東京大学経済学部卒業。東京大学助手等を経て、
現在首都大学東京教授。博士（経済学）。マクロ経済学・労働経済
学専攻。著書に『マクロ経済学のナビゲーター第２版』（2004）、日
本評論社、『日本経済のパースペクティブ』（2008）、有斐閣など。
ホームページはhttp://www.comp.tmu.ac.jp/wakitaweb/。

図表
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［図表4］減少する借入金・社債と支払利息・割引料比率

出所：経済産業省
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不況の中での
自営業創業支援

森 直子
総合研究開発機構（NIRA）リサーチフェロー
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失業対策としての創業支援

一見、日本に似て
いる？ドイツ
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図表１

森 直子（もり・なおこ）
2004年東京大学大学院経済学研究科博士課程満期退学。社会経済
生産性本部、海外経済協力基金開発援助研究所、国際協力銀行開
発三部、政策研究大学院大学COEオーラル・政策研究プロジェク
トを経て、2005年4月NIRA入職。国際研究交流部研究員を経て、
2007年11月より現職。

［NIRAホームページ］

http://www.nira.or.jp/index.html
NIRA政策レビューのバックナンバーをはじめ、NIRAの諸活動を紹介するホー
ムページをご利用ください。

NIRA総合研究開発機構
〒150-6034  東京都渋谷区恵比寿4-20-3  恵比寿ガーデンプレイスタワー34階
Tel. 03-5448-1735　 Fax. 03-5448-1744　E-mail. info@nira.or.jp
� 再生紙を使用

NIRA政策レビュー　［No.40］
2009年７月10日発行　ⓒ財団法人総合研究開発機構

編集発行人：伊藤元重 ●NIRA理事長
編集主幹：加藤裕己 ●東京経済大学教授／NIRA客員研究員

今後どうなるか…

［図表1］ドイツの自営業者、各種創業助成金受給者数の推移

出所：Bundesagentur für Arbeit（BA）、"Der Arbeits- und Ausbildungsmarkt in Deutschland：
Monatsbericht"、2005年1月号～2009年5月号より作成。
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＊�移行援助金、個人創業助成金も左軸参照。2006年第３四半期以降は、創業助
成金に統合されたため、両助成金の既存の受給者が、残存する権利を請求して
いる数。

◒idm\>OKI¥ª  ;;;LK KTIQINK;;;OUKPULQ;kh


